
【機密性１】 

 

基発 0 3 3 1 第６号 

令和７年３月 31 日 

 

都道府県労働局長 殿 

 

厚生労働省労働基準局長  

 

 

 

「外科後処置の実施について」の一部改正について 

 

 

 標記について、別添のとおり改正し、令和７年４月１日から適用することとした

ので、事務処理に遺漏なきを期されたい。 
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改正後 改正前 

外科後処置の実施について 

昭和 56年２月６日基発第 69号 

最終改正 令和７年３月 31日付け基発 0331第６号 

 

労働者災害補償保険法（昭和 22年法律第 50 号）第 29 条第１項の社

会復帰促進等事業として行う外科後処置の実施に当たっては、外科後

処置実施要綱（平成 22 年 12 月 27 日付け基発 1227 第１号により労働

福祉事業実施要綱から名称改正）によるほか、下記事項に留意のう

え、事務処理に遺漏なきを期されたい。 

 

 

記 

 

１ 対象者について 

（１）労災保険法による障害補償給付、複数事業労働者障害給付又は

障害給付（以下「障害（補償）等給付」という。）の支給決定を

受けた者とは、業務上の事由又は通勤による傷病について治ゆと

なり、当該障害について障害（補償）等給付の支給決定を受けた

者をいうものである。 

しかしながら、当該障害に係る障害（補償）等給付受給後、同

一傷病が再発したため療養の給付を受けるようになり、療養の給

付を受給している者については、過去に障害（補償）等給付の支

給決定を受けているものであっても、障害（補償）等給付の支給

決定を受けた者には該当しないものであるが、再発に係る傷病が

治ゆした後、当該傷病について新たに障害（補償）等給付の支給

決定を受けた者については、障害（補償）等給付の支給決定を受

けた者に該当するものであること。 

（２）（略） 

（３）時効により障害（補償）等給付の支給を受けることができない

者又は第三者行為災害の場合において、同一の事由について損害

賠償を受けたために障害（補償）等給付を受けることができない

外科後処置の実施について 

昭和 56年２月６日基発第 69号 

最終改正 平成 28年３月 30日付け基発 0330第５号 

 

労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号。以下「労災保険法」

という。）第 29 条第１項の社会復帰促進等事業として行う外科後処置

については、労働福祉事業実施要綱（昭和 25年 10月 24日付け基発第 9

50号。）等により実施してきたところであるが、今般、同要綱を別添の

とおり定めたので、下記事項に留意のうえ、事務処理に遺漏なきを期さ

れたい。 

 

記 

 

１ 対象者について 

（１）労災保険法による障害補償給付又は障害給付（以下「障害（補

償）給付」という。）の支給決定を受けた者とは、業務上の事由又

は通勤による傷病について治ゆ認定を受け、当該障害について障害

（補償）給付の支給決定を受けた者をいうものである。 

しかしながら、当該障害に係る障害（補償）給付受給後、同一傷

病が再発したため療養の給付を受けるようになり、療養の給付を受

給している者については、過去に障害（補償）給付の支給決定を受

けているものであっても、障害（補償）給付の支給決定を受けた者

には該当しないものであるが、再発に係る傷病が治ゆした後、当該

傷病について新たに障害（補償）給付の支給決定を受けた者につい

ては、障害（補償）給付の支給決定を受けた者に該当するものであ

ること。 

 

（２）（略） 

（３）時効により障害（補償）給付の支給を受けることができない者又

は第三者行為災害の場合において、同一の事由について損害賠償を

受けたために障害（補償）給付を受けることができない者について
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改正後 改正前 

者については、障害（補償）等給付の支給決定を受けた者として

取り扱って差し支えないこと。 

 

２、３ 略 

 

４ 手続について  

（削除） 

 

 

 

 

（１）所轄局長は、外科後処置の承認を行う場合は、申請者の希望す

る医療機関について受療できる期日を確認したうえで、承認決定

通知書を申請者に交付すること。 

（２）所轄局長は、外科後処置の承認を行ったときは、社会復帰促進

等事業原票の外科後処置の欄に承認番号、承認年月日、承認決定

通知書発行局名及び病院名を記入すること。また、実施医療機関

からの費用の請求があったときは、初診年月日又は治ゆ年月日を

記入すること。 

 

５～７ 略 

 

８～10 （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

は、障害（補償）給付の支給決定を受けた者として取り扱って差し

支えないこと。 

 

２、３ 略 

 

４ 手続について  

（１）事業場の所在地を管轄する労働基準監督署長（以下「所轄署長」

という。）は、外科後処置申請書を受理したときは、当該申請書の

記載事項を労働基準行政情報システム・労災行政情報管理システム

内の情報等と照合のうえ、当該申請書を事業場の所在地を管轄する

都道府県労働局長（以下「所轄局長」という。）に進達すること。 

（２）所轄局長は、外科後処置の承認を行う場合は、申請者の希望する

医療機関について受療できる期日を確認したうえで、承認決定通知

書を申請者に交付すること。 

（３）所轄局長は、外科後処置の承認を行ったときは、社会復帰促進等

事業原票の外科後処置の欄に承認番号、承認年月日、承認決定通知

書発行局名及び病院名を記入すること。また、実施医療機関からの

費用の請求があったときは、初診年月日又は治ゆ年月日を記入する

こと。 

 

５～７ 略 

 

８ 旅費の支給の範囲について 

（１）支給する旅費の額は、旅費の支給を申請した者が現によった経路

及び方法のいかんにかかわらず、当該申請者の旅行区間における最

も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合に要する額とす

ること。 

（２）旅費の支給を申請した者が運賃の割引きを受けることができる場

合における運賃の額は、割引き後の額とすること。 

（３）定期バスがある場合の車賃の額は、その実費額を支給すること。 

（４）旅費の支給について、要綱の規定により難い事情がある場合に
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改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 社会復帰促進等事業原票関係について 

（略） 

は、国家公務員等の旅費に関する法律（昭和 25 年法律第 114 号）

及び同法の運用の方針に準じ、最も経済的と認められる経路及び方

法により旅行した場合における旅費を支給して差し支えないこと。 

 

９ 旅費の支給手続等について 

（１）所轄署長は、旅費支給申請書を受理したときは、申請書記載事項

を労働基準行政情報システム・労災行政情報管理システム内の情報

等と照合し、所轄局長へ進達すること。 

（２）外科後処置のための入院が１か月以上にわたる場合の旅費の支給

申請は、随時分割して差し支えないこと。 

（３）旅行前に旅費の支給を希望する労働者については、当該労働者の

経済的事由により精算払いでは旅行することが困難であると認めら

れる場合に限り、前払いして差し支えないこと。 

この場合、旅費に関する事実証明書（別紙に準ずること。以下

「事実証明書」という。）を当該労働者に交付することとし、旅費

支給申請書の旅行期間経過後は、当該労働者に旅費精算申請書（旅

費支給申請書の標題を旅費精算申請書と改め使用すること。）に事

実証明書を添付させ、精算を行わせること。 

（４）旅費の前払いを受けた者が相当期間経過するも旅行せず、又は旅

行しないことが確実となったときは、支給済の旅費を返納させるこ

と。 

（５）外科後処置を承認する場合であって、旅費の支給を要すると見込

まれる場合には、当該承認決定通知書等を交付する際に旅費支給申

請書を交付し、その申請手続等について指導すること。 

 

10 支出項目について 

旅費に要する費用は、（項）社会復帰促進等事業費（目）社会復帰

促進等旅費から支出すること。 

 

11 社会復帰促進等事業原票関係について 

  （略） 
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改正後 改正前 

別紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             （削除） 

別紙 
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改正後 改正前 

別添 

外科後処置実施要綱 

 

１ 趣旨 

業務災害、複数業務要因災害又は通勤災害による傷病が治ゆした

ものにおいては、義肢装着のための断端部の再手術、醜状の軽減の

ための再手術等を必要とすることがあることにかんがみ、これらの

者の社会復帰の促進を図るため、労働者災害補償保険法（昭和 22 年

法律第 50号。以下「労災保険法」という。）第 29条第１項の社会復

帰促進等事業として外科後処置を行うものとする。 

 

２ 対象者 

外科後処置は、労災保険法による障害補償給付（労働者災害補償

保険法の一部を改正する法律（昭和 40 年法律 130 号）第３条の規定

による改正前の労災保険法の規定による障害補償費及び障害給付を

含む。）、複数事業労働者障害給付又は障害給付（以下「障害（補

償）等給付」という。）の支給決定を受けた者であって、外科後処

置により障害（補償）等給付の原因である障害によって喪失した労

働能力を回復し、又は醜状を軽減し得る見込みのあるものに対して

行うものとする。 

 

３、４ （略） 

 

５ 手続 

（１）外科後処置を受けようとする者は、外科後処置申請書（様式第

１号）に診査表（様式第２号）を添付して、所轄局長に申請する

ものとする。 

（２）～（５） （略） 

 

６ （略） 

 

７ 旅費の支給 

別添 

外科後処置実施要綱 

 

１ 趣旨 

業務災害又は通勤災害による傷病が治ゆしたものにおいては、義

肢装着のための断端部の再手術、醜状の軽減のための再手術等を必

要とすることがあることにかんがみ、これらの者の社会復帰の促進

を図るため、労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号。以下

「労災保険法」という。）第 29 条第１項の社会復帰促進等事業とし

て外科後処置を行うものとする。 

 

２ 対象者 

外科後処置は、労災保険法による障害補償給付（労働者災害補償

保険法の一部を改正する法律（昭和 40 年法律 130 号）第３条の規定

による改正前の労災保険法の規定による障害補償費及び障害給付を

含む。）又は障害給付（以下「障害（補償）給付」という。）の支

給決定を受けた者であって、外科後処置により障害（補償）給付の

原因である障害によって喪失した労働能力を回復し、又は醜状を軽

減し得る見込みのあるものに対して行うものとする。 

 

３、４ （略） 

 

５ 手続 

（１）外科後処置を受けようとする者は、外科後処置申請書（様式第

１号）に診査表（様式第２号）を添付して、事業場の所在地を管

轄する労働基準監督署長を経由して、所轄局長に申請するものと

する。 

（２）～（５） （略） 

 

６ （略） 

 

７ 旅費の支給 
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改正後 改正前 

（１）（略）  

（２）範囲 

（削除） 

 

 

ア 旅費として支給する費用は一般に必要と認められるもので、

旅行する者が現実に支出する費用とする。  

イ 自家用自動車を使用して移動した場合であって、実費の算定

が困難な場合の費用は、１キロメートルにつき、37 円とし、路

程の算定は、当該地域の地理的条件に照らして、最も合理的と

認められる経路及びキロ数による。 

 

ウ 外科後処置を受けるために医療機関に入院した期間について

は、日当として１日につき 850円を支給する。 

エ～オ （削除） 

 

 

 

 

（３）（略） 

（４）旅費の概算払い 

ア 所轄局長は、旅行前に旅費の支給を希望する旅行者につい

て、当該者の経済的事由により精算払いでは旅行することが困

難であると認められる場合に限り、概算払いの承認決定を行う

ことができる。 

イ この場合、旅費に関する事実証明書（様式第５号⑶）を当該

者に交付することとし、旅費支給申請書の旅行期間経過後は、

当該者に旅費精算申請書（旅費支給申請書の標題を旅費精算申

請書と改め使用すること）に事実証明書を添付させ、精算を行

わせること。 

（１）（略） 

（２）範囲 

旅費は、上記４の（１）の実施医療機関までの最も経済的な通

常の経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算するもの

とし、その範囲は、次のとおりとする。 

ア 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、車賃、日当及び宿泊料とす

る。 

イ 鉄道賃及び船賃については、普通旅客運賃を支給する。ま

た、普通急行列車を運行する線路による旅行で片道 50 キロメー

トル以上のものについては急行料金を支給し、特別急行列車を

運行する線路による旅行で片道 100キロメートル以上のものにつ

いては特別急行料金を支給する。 

ウ 車賃は、１キロメートルにつき、37円とする。 

エ 日当は、外科後処置を受けるため病院に入院した期間につい

て支給するものとし、その額は、１日につき 850円とする。 

オ 宿泊料は、地理的事情等により宿泊の必要が認められる場合

に限り、１夜につき 8,700 円の範囲内におけるその実費費（飲

酒、遊興費、その他これらに類する費用を除く。）とする。 

 

（３）（略） 

（新設） 
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改正後 改正前 

ウ 旅費の概算払いを受けた者が、相当期間経過するも旅行せず､

又は旅行しないことが確実となったときは、所轄局長は当該者

に支給済の旅費を返納させること。 

（５）支出項目 

旅費に要する費用は、（項）社会復帰促進等事業費（目）社会

復帰促進等旅費から支出すること。 

 

８（略） 

 

９ 施行期日 

（１）平成 25 年５月 16 日付け基発 0516 第２号による改正後の本要綱

は、平成 25 年５月 16 日から施行し、改正後の要綱３の（１）のオ

のうち、片側上肢切断者に係る筋電電動義手の装着訓練及び試用装

着期間における指導等並びに能動式義手の装着訓練については、施

行後の申請に係るものから適用する。 

（２）令和７年３月31日付け基発0331第６号による改正後の本要綱

は、令和７年４月１日（以下「基準日」という。）から施行する。 

 

10 経過措置 

（１）平成 23 年６月 24 日付け基発 0624 第２号により改正された本要

綱の施行日前に、医療機関の所在地を管轄する都道府県労働局長と

外科後処置に係る委託契約を結ぶ医療機関については、本要綱の外

科後処置を実施する実施医療機関とみなすものとする。 

（２）令和７年３月31日付け基発0331第６号による改正後の要綱の７

の規定は、基準日以後に出発する旅行及び基準日以後に完了する旅

行のうち基準日以後の期間に対応する分について適用し、当該旅行

のうち基準日前の期間に対応する分については、なお従前の例によ

る。 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

８（略） 

 

９ 施行期日 

  平成 25 年５月 16 日付け基発 0516 第２号による改正後の本要綱

は、平成 25 年５月 16 日から施行し、改正後の要綱３の（１）のオ

のうち、片側上肢切断者に係る筋電電動義手の装着訓練及び試用装

着期間における指導等並びに能動式義手の装着訓練については、施

行後の申請に係るものから適用する。 

（新設） 

 

 

10 経過措置 

  平成 23 年６月 24 日付け基発 0624 第２号により改正された本要綱

の施行日前に、医療機関の所在地を管轄する都道府県労働局長と外

科後処置に係る委託契約を結ぶ医療機関については、本要綱の外科

後処置を実施する実施医療機関とみなすものとする。 

（新設） 

 

※ 今回改正する様式は別紙１から別紙９のとおり。 
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（参考）改正後全文 

 基 発 第 6 9 号 

 昭 和 5 6 年 ２ 月 ６ 日 

最終改正： 基 発 0 3 3 1 第 ６ 号 

 令 和 ７ 年 ３ 月 3 1 日 

 

各都道府県労働局長 殿 

 

厚生労働省労働基準局長 

 

 

外科後処置の実施について  

 

労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）第29条第１項の社会復帰促進等事業

として行う外科後処置の実施に当たっては、外科後処置実施要綱（平成22年12月27日

付け基発1227第１号により労働福祉事業実施要綱から名称改正）によるほか、下記事

項に留意のうえ、事務処理に遺漏なきを期されたい。  

 

 

記 

 

１ 対象者について 

（１）労災保険法による障害補償給付、複数事業労働者障害給付又は障害給付（以下

「障害（補償）等給付」という。）の支給決定を受けた者とは、業務上の事由又は

通勤による傷病について治ゆとなり、当該障害について障害（補償）等給付の支

給決定を受けた者をいうものである。  

しかしながら、当該障害に係る障害（補償）等給付受給後、同一傷病が再発し

たため療養の給付を受けるようになり、療養の給付を受給している者については、

過去に障害（補償）等給付の支給決定を受けているものであっても、障害（補償）

等給付の支給決定を受けた者には該当しないものであるが、再発に係る傷病が治

ゆした後、当該傷病について新たに障害（補償）等給付の支給決定を受けた者に

ついては、障害（補償）等給付の支給決定を受けた者に該当するものであること。 

（２）外科後処置を受けようとする者が、労働能力を回復し、又は醜状を軽減し得る

見込みのある者であるか否かの判断については、必要に応じ、地方労災医員、診

査表を作成した医師等の意見を聴取する等の措置を講ずること。  

（３）時効により障害（補償）等給付の支給を受けることができない者又は第三者行

為災害の場合において、同一の事由について損害賠償を受けたために障害（補償）

等給付を受けることができない者については、障害（補償）等給付の支給決定を

受けた者として取り扱って差し支えないこと。  

 

２ 範囲について 

（１）外科後処置は、その効果が期待できる限り、回数に制限なく承認して差し支え

ないこと。 



（２）理学療法とは、光線療法、放射線療法、温熱療法、水治療法、超短波又は短波

療法、マッサージ療法等をいうものであること。  

（３）治ゆ後の手指の機能再建化手術については、昭和55年３月１日付け基発第97号

により再発に準じて取り扱うこととしたので、外科後処置としては取り扱わない

こと。 

（４）整形外科的診療、外科的診療及び理学療法以外の処置を特に必要と認めるとき

は、速やかに外科後処置申請書の写し、診査表の写し、その他の参考資料を本省

（補償課）あて送付し、その指示を受けること。  

 

３ 実施医療機関について 

外科後処置を受けるべき医療機関については、原則として外科後処置を受ける者

の居住地から直近の実施医療機関とすべきであるが、当該外科後処置につき直近に

適当な医療機関がない場合等考慮すべき理由がある場合には、必ずしも直近の医療

機関でなくとも差し支えないこと。  

 

４ 手続について 

（１）所轄局長は、外科後処置の承認を行う場合は、申請者の希望する医療機関につ

いて受療できる期日を確認したうえで、承認決定通知書を申請者に交付すること。 

（２）所轄局長は、外科後処置の承認を行ったときは、社会復帰促進等事業原票の外

科後処置の欄に承認番号、承認年月日、承認決定通知書発行局名及び病院名を記

入すること。また、実施医療機関からの費用の請求があったときは、初診年月日

又は治ゆ年月日を記入すること。  

 

５ 制度の有効活用について  

所轄局長及び所轄署長は、外科後処置の対象となると思われる者については、当

該制度の内容、手続等につき周知を図ること。 

 

６ 費用について 

労災診療費算定基準に定める初診時ブラッシング料は、外科後処置においては認

められないものであること。  

 

７ 支出項目について 

外科後処置に要する費用は、（項）社会復帰促進等事業費（目）社会復帰促進等委

託費から支出すること。 

 

８ 社会復帰促進等事業原票関係について  

社会復帰促進等事業原票（以下「原票」という。）に新たな事項を記入するための

空欄のないときは、新たに原票を作成し、これを既存の原票と一括して保管するこ

と。 



別添 

外 科 後 処 置 実 施 要 綱 

 

１ 趣旨 

業務災害、複数業務要因災害又は通勤災害による傷病が治ゆしたものにお

いては、義肢装着のための断端部の再手術、醜状の軽減のための再手術等を

必要とすることがあることにかんがみ、これらの者の社会復帰の促進を図る

ため、労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号。以下「労災保険法」

という。）第 29 条第１項の社会復帰促進等事業として外科後処置を行うも

のとする。 

 

２ 対象者 

外科後処置は、労災保険法による障害補償給付（労働者災害補償保険法の

一部を改正する法律（昭和 40 年法律 130 号）第３条の規定による改正前の

労災保険法の規定による障害補償費及び障害給付を含む。）、複数事業労働者

障害給付又は障害給付（以下「障害（補償）等給付」という。）の支給決定

を受けた者であって、外科後処置により障害（補償）等給付の原因である障

害によって喪失した労働能力を回復し、又は醜状を軽減し得る見込みのある

ものに対して行うものとする。 

 

３ 範囲 

（１）外科後処置の範囲は、原則として整形外科的診療、外科的診療及び理学

療法とし、その処置に必要な医療の給付は、次のとおりとする。 

ア 診察 

イ 薬剤又は治療材料の支給 

ウ 処置、手術その他の治療 

エ 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

オ 筋電電動義手の装着訓練及び試用装着期間における指導等並びに能

動定額式義手の装着訓練 

（２）事業場の所在地を管轄する都道府県労働局長（以下「所轄局長」とい

う。）は、外科後処置を受けようとする者が労働能力を回復するため特に

必要があると認めるときは、厚生労働省労働基準局長の指示を受けて、

定額以外の処置による医療の給付を承認することができる。 

 

４ 実施医療機関等 

（１）外科後処置に必要な医療の給付は、労災病院、医療リハビリテーション

センター、総合せき損センター及び労働者災害補償保険法施行規則（以

下「規則」という。）第 11 条第１項の都道府県労働局長が指定する病院



又は診療所（外科後処置の任務を含む指定を受けた病院又は診療所に限

る。）において行うものとする。ただし、筋電電動義手の装着訓練及び試

用装着期間における指導等については、「義肢等補装具の支給について」

（平成 18 年６月１日付け基発 0601001 号）の別添「義肢等補装具費支給

要綱」（以下、「義肢等要綱」という。）の９の（２）で届出を行った医療

機関において行うものとする。 

（２）薬剤の支給については、規則第 11 条第１項に定める薬局（外科後処置

の任務を含む指定を受けた薬局に限る。以下「指定薬局」という。）にお

いて支給しても差し支えないものとする。 

 

５ 手続 

（１）外科後処置を受けようとする者は、外科後処置申請書（様式第１号）に

診査表（様式第２号）を添付して、所轄局長に申請するものとする。 

（２）所轄局長は、（１）の申請を受けた場合には、対象者等の要件を満た

しているか否かを判断の上、承認・不承認の決定（以下「承認決定

等」という。）を行い、その旨を「外科後処置承認決定通知書」（様式

第３号(1)）又は「外科後処置不承認決定通知書」（様式第３号(2)）に

より通知するものとする。 

また、承認決定等については、処分性が認められるため、行政事件訴

訟法(昭和37年法律第139号)、行政不服審査法(平成26年法律第68号)、

行政手続法(平成５年法律第88号)の適用がある。  

このため、所轄局長は、次のとおり事務を行うこととする。 

ア 外科後処置の承認決定等は、行政不服審査法第１条に規定する政処

分であるものとして、審査請求の対象として取り扱うこと。 

イ 外科後処置の承認決定等に関する審査は、当該決定をした所轄局 

長の上級庁である厚生労働大臣が行うこと。 

なお、再審査請求は行うことができないものであること。 

ウ 承認決定等を行う際は、その相手方に対し、「外科後処置承認決定 

通知書」（様式第３号(1)）又は「外科後処置不承認決定通知書」（様 

式第３号(2)）をもって、行政不服審査法に基づく審査請求及び行政 

事件訴訟法に基づく取消訴訟の提起ができる旨の教示を行うこと。 

その際は、不服申立て手続の有無に関係なく、取消訴訟の提起が可 

能であることに留意すること。 

エ 外科後処置の申請を不承認とする場合には、「外科後処置不承認決定

通知書」（様式第３号(2)）に当該決定の理由を付記する、又は、理由を

明記した別紙を添付して通知すること。 

（３）（２）の承認の決定を受けた者が、外科後処置を受けようとするとき 

は、当該承認決定通知書を外科後処置の実施医療機関及び指定薬局に 

提示するものとする。 

（４）外科後処置の実施医療機関及び指定薬局は、当該承認決定通知書に 



よって、外科後処置を受ける資格があることを確認した上で、給付する 

ものとする。ただし、やむを得ない事由によって、当該承認決定通知書 

を提示することができない者であって、外科後処置を受ける資格がある 

ことが明らかな者については、この限りではない。 

  この場合においては、その事由がやんだのち、遅滞なく当該承認決 

定通知書を提示させるものとする。 

（５）外科後処置の実施医療機関及び指定薬局は、外科後処置に要した費 

用を請求しようとするときは、外科後処置委託費請求書（様式第４号） 

により、外科後処置の承認に係る都道府県労働局の労働保険特別会計の 

官署支出官あて請求するものとする。 

  なお、当該委託費請求書には、請求の内訳を明らかにするため労働 

災害補償保険診療費請求書の診療費内訳書又は労働者災害補償保険薬 

剤費請求書の内訳書を添付すること。 

 

６ 費用の算出方法 

  外科後処置に要する費用の額は、原則として、労災保険法の規定による療

養の給付に要する診療費の算定方法の例により算定した額とする。ただし、

上記３のオに要する費用の額は、義肢等要綱の 13 の（３）により算定した

額とする。 

 

７ 旅費の支給 

（１）対象者 

 旅費は、外科後処置を受けるため旅行する者に支給する。 

なお、筋電電動義手の装着訓練及び試用装着期間における指導等並びに

能動式義手の装着訓練に係る旅費については、義肢等要綱の 15 による。 

（２）範囲 

ア 旅費として支給する費用は一般に必要と認められるもので、旅行する

者が現実に支出する費用とする。 

イ 自家用自動車を使用して移動した場合であって、実費の算定が困難な

場合の費用は、１キロメートルにつき、37 円とし、路程の算定は、当該

地域の地理的条件に照らして、最も合理的と認められる経路及びキロ数

による。 

ウ 外科後処置を受けるために医療機関に入院した期間については、日当

として１日につき 850 円を支給する。 

（３）手続 

旅費の支給を受けようとする者は、旅費支給申請書（様式第５号(1)）

により、外科後処置の承認をした所轄局長に提出するものとする。   

所轄局長は、当該申請を受けた場合には、対象者等の要件を満たしてい

るか否かを判断の上、承認決定等を行い、その旨を「外科後処置旅費支給

承認･不承認決定通知書」（様式第５号(2)）により通知するものとする。 



なお、承認決定等については、処分性が認められるため、行政事件訴訟

法等の適用に関しては、５の（２）と同様に取り扱うこととする。 

（４）旅費の概算払い 

ア 所轄局長は、旅行前に旅費の支給を希望する者について、当該者の経

済的事由により精算払いでは旅行することが困難であると認められる

場合に限り、概算払いの承認決定を行うことができる。 

イ この場合、旅費に関する事実証明書（様式第５号⑶）を当該者に交付

することとし、旅費支給申請書の旅行期間経過後は、当該者に旅費精

算申請書（旅費支給申請書の標題を旅費精算申請書と改め使用するこ

と）に事実証明書を添付させ、精算を行わせること。 

ウ 旅費の概算払いを受けた者が、相当期間経過するも旅行せず､又は旅

行しないことが確実となったときは、所轄局長は当該者に支給済の旅

費を返納させること。 

（５）支出項目 

旅費に要する費用は、（項）社会復帰促進等事業費（目）社会復帰促進

等旅費から支出すること。 

 

８ 社会復帰促進等事業原票 

所轄局長は、被災労働者毎に外科後処置の実施状況を明らかにするため

社会復帰促進等事業原票（様式第６号）を作成するものとする。 

 

９ 施行期日 

（１）平成 25 年５月 16 日付け基発 0516 第２号による改正後の本要綱は、平

成 25 年５月 16 日から施行し、改正後の要綱３の（１）のオのうち、片側

上肢切断者に係る筋電電動義手の装着訓練及び試用装着期間における指導

等並びに能動式義手の装着訓練については、施行後の申請に係るものから

適用する。 

（２）令和７年３月31日付け基発0331第５号による改正後の本要綱は、令和

７年４月１日（以下「基準日」という。）から施行する。 

 

10 経過措置 

（１）平成 23 年６月 24 日付け基発 0624 第２号により改正された本要綱の施

行日前に、医療機関の所在地を管轄する都道府県労働局長と外科後処置に

係る委託契約を結ぶ医療機関については、本要綱の外科後処置を実施する

実施医療機関とみなすものとする。 

（２）令和７年３月31日付け基発0331第６号による改正後の要綱の７の規定

は、基準日以後に出発する旅行及び基準日以後に完了する旅行のうち基

準日以後の期間に対応する分について適用し、当該旅行のうち基準日前

の期間に対応する分については、なお従前の例による。 

 



様式第１号
労働者災害補償保険

外 科 後 処 置 申 請 書

労働局長 殿

外科後処置を受けたいので、診査表を添付の上、下記のとおり申請します。

令和 年 月 日

（〒 － ）

住 所

申請者の 電話番号

氏 名 生年月日 年 月 日生

１．労働保険番号 ２．負傷(発病) 年 月 日

府県 所掌 管轄 基 幹 番 号 枝番号
治 ゆ 年 月 日

３．傷 病 名 ４．障 害 等 級 第 級 第 号

傷害の部位

５．障害（補償）等 ６．外科後処置を受けたい医療機関名、所在地
一時金の受領 年 月 日

障害（補償）等 医療機関名
年金の支給決定 年 月 日

（年金証書 第 号） 所在地

７．受けたい外科後処置のあらまし

保 険 給 付 局 処 理 欄 原
記録票照合欄 票

本件承認してよろしいか。 交付年月日 承認書契印 記
申請書記載事項 入
１～５ と照合のこと。 局 長 者

印
部 長 年 月 日

署名
課 長 承 認 番 号

補 佐 № (整 )

照 合
責任者印 係 長



様式第２号（表面）

診 査 表
（〒 ）

令和 年 月 日 住 所
医 師

氏 名

住 所 氏 名

受 診 者 住 所 氏 名 （〒 ）
生 年 月 日

年 月 日生

１ 既 往 症 に お い て 特 に ３ 受傷時の
参考となるべき疾病 傷病名

２現 傷 病 名 ４ 受傷又は

発病年月日 年 月 日

５受傷より現在に至る
までの治療方法及び
経過

６障害の範囲及び程度
作業能力低下の程度

一般所見
尿検所見 蛋白 糖

７現 症

局所所見

(ｱ) 四 肢 欠 損の部位、程度 １ 強直角度

自動２ 挙上度
他動

自動３ 屈曲度 他動
中枢性(ｲ) 神 経 系 障害 の別末梢性 ４ 伸展度 自動

(ｵ) 関 節 機 能障害 他動

５ 廻転度
自動
他動

知覚範囲 運動 ６ 廻旋度
自動
他動

(ｳ) 麻 痺 の 存否

程度 知覚 ７ 握 力 右
運動 左

(ｶ) 変 形 の 程度（短縮屈曲捻挫仮関節等）

(ｴ) 骨 、関 節の病変（付レントゲン写真二方面） (ｷ) 筋 腱 皮 膚における病変（瘢痕萎縮）

８その他参考となるべき事項
（ 合 併 症 、 創 面 、 瘻 孔 等 の
有無）

９外科後処置を必要とする
具体的理由

10 外科後処置診療の所要
見込日数

（上記記載欄に記入できない場合は、裏面記事欄に記入すること。）



様式第２号（裏面）

記 事 欄



様式第３号（１）

○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ 印

 

通知します。

　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　 　

　 　 　

　 年 月 日

　

第 　 号

　

　 年 月 日 　 　 　

　この決定の詳細についてお聞きになりたい点があれば、照会先までご連絡ください。

　この決定に不服がある場合は、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に厚生労働大
臣に対して審査請求をすることができます。ただし、決定があった日から１年を経過した場合は、審査請求を
することができません。
　この決定に対する取消訴訟は、国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣となります。）、
この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。ただし、決定が
あった日から１年を経過した場合は、提起することができません。
　なお、厚生労働大臣に対して審査請求をした場合には、この決定に対する取消訴訟は、審査請求に対す
る裁決を経る前又はその審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起
することができます。ただし、裁決があった日から１年を経過した場合は、提起することができません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       照会先　　○○労働局労働基準部労災補償課○○係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　電話　○○○－○○○○

外科後処置承認決定通知書

氏 名

医療機関の所在地

生 年 月 日

医療機関が希望する
入 院 年 月 日

障 害 の 部 位

外科後処置を受ける
医 療 機 関 名

　令和 　 　

障害（補償）等年金
の 証 書 番 号

No.

受けたい外科後処置
の 内 容

労 働 保 険 番 号

承 認 番 号

令和　年　月　日

労働局長

なお、診療を受けようとするときは、医療機関に当該承認決定通知書を提出すること。

　　令和　 年　 月　 日付けをもって申請のあった外科後処置に関する診療について、承認と決定しましたので



様式第３号（２）

令和 年 月 日

○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ 労働局長 印

外科後処置不承認決定通知書

令和 年 月 日付けをもって申請された外科後処置に関する診療につ

いて、不承認と決定しましたので通知します。

不承認の理由

この決定理由の詳細についてお聞きになりたい点があれば、照会先までご連絡ください。

この決定に不服がある場合は、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に厚生労働大臣に対して審査請求をすることができます。ただし、決定があった日

から１年を経過した場合は、審査請求をすることができません。

この決定に対する取消訴訟は、国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大

臣となります。）、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提

起することができます。ただし、決定があった日から１年を経過した場合は、提起するこ

とができません。

なお、厚生労働大臣に対して審査請求をした場合には、この決定に対する取消訴訟は、

審査請求に対する裁決を経る前又はその審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日か

ら起算して６か月以内に提起することができます。ただし、裁決があった日から１年を経

過した場合は、提起することができません。

照会先 ○○労働局労働基準部労災補償課○○係

電話 ○○○－○○○○



様式第４号

労 働 者 災 害 補 償 保 険

外科後処置委託費請求書

労働局
殿

労働保険特別会計官署支出官

千 円

請 求 金 額

上記金額を外科後処置委託費 月分として請求します。

内訳は別紙のとおりです。（内訳書 枚）

令和 年 月 日

（〒 ）

住 所
( 所 在 地 )

請 求 人 電 話 番 号

の
医 療 機 関 名 称

責 任 者 氏 名

振込みを 銀行・金庫 本店・本所

希望する 農協・漁協 出張所 口座番号

金融機関 信組 支店・支所

の名称
預金の種類 普通・当座 口座名義人

（注 意）

⑴ 事項を選択する場合には、該当する事項を丸で囲んでください。

⑵ 請求金額の頭部には、「￥」の文字をつけてください。



様式第５号（１）（表面）

労 働 者 災 害 補 償 保 険

外科後処置旅費支給申請書

労働局長 殿

外科後処置旅費の支給を受けたいので、下記のとおり申請します。

令和 年 月 日

（〒 ）

住 所

申請者 の 電話番号 （ ）－ －

氏 名

１ 承認書番号 № ※概算払いを受ける場合、記入は不要です。

２ 旅 費 円 （内訳を裏面に記入してください。）

上記申請者が、当医療機関において、令和 年 月 日より

事実証明 令和 年 月 日まで、外科後処置を行ったことを証明します。

令和 年 月 日

住 所

電話番号（ ）－ －

医療機関名

氏 名

預金の種類 普通・当座

振り込みを希 銀行・金庫 本店・本所

望する金融機 口 座 番 号

関の名称 農協・漁協 出張所

口座名義人

信組 支店・支所

※概算払いを受け

る場合、記入は

不要です。



様式第５号（１）（裏面）

発 着 鉄 道 船 舶 車 日 当 宿 泊
発着地名 経路 宿泊地 計

年月日
距離 金 額 距離 金 額 距離 金 額 日数 金 額 泊数 金 額

ｋｍ 円 ｋｍ 円 ｋｍ 円 日 円 泊 円

合 計



様式第５号（２）

令和 年 月 日

○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ 労働局長 印

外科後処置旅費支給承認・不承認決定通知書

令和 年 月 日付けをもって申請された外科後処置に関する旅費申請

について、下記のとおり決定しましたので通知します。

記

１ 承認事項 全部 ・ 一部 ・ 不承認

２ 承認額 円

この決定の詳細についてお聞きになりたい点があれば、照会先までご連絡ください。

この決定に不服がある場合は、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に厚生労働大臣に対し

て審査請求をすることができます。ただし、決定があった日から１年を経過した場合は、審査請求をすることができ

ません。

この決定に対する取消訴訟は、国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣となります。）、この決定

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。ただし、決定があった日から１

年を経過した場合は、提起することができません。

なお、厚生労働大臣に対して審査請求をした場合には、この決定に対する取消訴訟は、審査請求に対する裁決を経

る前又はその審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６ヶ月以内に提起することができます。た

だし、裁決があった日から１年を経過した場合は、提起することができません。

照会先 ○○労働局労働基準部労災補償課○○係

電話 ○○○－○○○○



 

様式第５号（３） 

旅費に関する事実証明書 

 

 

 

事 実 証 明 書 

 

 

 申請者          が当            において   年  月 

 

  日より   年   月   日まで外科後処置を行ったことを証明します。 

 

 

     年   月   日 

 

 

        所在地（〒    ）                     

 

        ＴＥＬ（     ）    －                

 

        医療機関又は施設名                      

 

        代 表 者 氏 名                      

 

 

（注） この証明書は、申請者のやむを得ない事情により旅費を概算払いする場合に、当

該申請者に交付すること。 

    

 

 


